
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 D-20-1-1 

事業名  防災行政無線整備事業（公共施設・各学校・公用車） 

事業費 総額 97,923千円 

     （工事請負費：93,450千円、実施設計：3,990千円、工事監理：483千円） 

事業期間 

     平成 24年 10月～平成 25年 12月 

事業目的・事業地区 

   津波発生時等の住民の避難誘導のための情報収集と、職員などとの連絡手段、ま

た、各避難所との連絡手段用として、移動系防災行政無線を整備し、連絡体制の充

実を図る。 

事業結果 

 ■防災行政無線（移動系）の整備工事 

  ・基地局設備（統制局、中継局） 一式 

  ・移動局（携帯型 15台、半固定型 11台、車載型 21台） 

事業の実績に関する評価 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   本市の津波浸水想定区域には、人口の約 2割の 6,000名が居住しており、津波災

害時の情報伝達、収集が課題の一つである。 

   東日本大震災時においては、既存のアナログ防災行政無線が老朽化による部品等

の欠品等により、使用できない状況にあり情報収集、伝達に時間を要し瞬時の対応

が困難な状況であった。 

   本事業の実施により、職員が使用する公用車や指定避難所である学校施設と、防

災拠点となる市庁舎との通信が可能となった。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   既存アナログ無線の運用に活用していた、高台の中継所建物及び鉄塔を活用する

ことで、整備コストの削減を図った。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

   ■当初計画  

平成２４年度 

   

   ■実績 

平成２４年度 実施設計業務委託 

    平成２５年度 整備工事 

 

当初は平成２４年度内での事業実施予定であったが、設計において設置予定の中

継局のうち１局を簡易中継局にする案など、局の選定に時間を要したため平成２５

年度の完了となった。 

整備工事においては、設計の結果を基に簡易中継局を採用するなど、コストの抑

制が図られた。また、実施設計、工事は指名競争入札により事業者を決定しており、

事業手法は適正であったと考える。 

事業担当部局 

茨城県高萩市市民生活部危機対策課 電話番号：0293-23-2215 

 


